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１　はじめに

　周知のごとく、2019 年 12 月を契機にした新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、世

界規模で各方面に影響を及ぼした。日本においても、2020 年 1 月に国内最初の感染者が確認

されてから、同年 4月に緊急事態宣言がなされ、その後ワクチン・検査・治療薬や医療提供

体制が整ってくる中で、強力な社会経済活動の制限を伴う対策からの脱却を探り、段階的に、

穏やかな対策で感染症と共存する対策、すなわちパンデミックではなく、エンデミックへと

動き不景気（不況）が続いているところである。

　新型コロナウイルス感染症によって生じた特殊な経済状況及び世界的感染拡大への各国政

府の対応により、移転価格税制上の独立企業原則をどのように適用すべきかという実務的な

課題が生じていたことから、OECDは 2020 年 12 月、「新型コロナウイルス感染症の世界的

感染拡大に関する移転価格執行ガイダンス 1）」を公表した。ここでの内容は、新型コロナウ

イルス感染症の世界的感染拡大の影響を受ける会計年度に移転価格ルールを適用する納税者

及びその適用を審査する税務当局にとって、これらの実務上の疑問に対処するガイダンスと

なっている。影響を及ぼす企業は、世界規模で本ガイダンスをベースに対処しているところ

である。

　2022 年 2月 24 日に始まったロシアによるウクライナ侵攻は、深刻な人道危機を招いている

のみでなく、各国の経済成長にも大きな影響を与えている。経済協力開発機構（OECD）は

2022 年 3 月 17 日に、「ウクライナ紛争の経済社会的影響と政策的意味（Economic and social 

impact and policy implications of the war in Ukraine）」を公表。

　追い打ちをかけるように、日本は 2022 年 3 月以降、ドル高円安傾向が続いており、3月に

は 120 円台、4月には 130 円台、9月には 140 円台、10 月には 150 円台にそれぞれ乗せ、円

安が進んでいる状況となっている。
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　整理してみると、現在、多くの企業が、サプライチェーンマネジメントの分断 2）、需給の

水準、消費者の購買力、政府の規制の性質及び程度、価格高騰、地代や人件費又は資本コス

トなどの生産コスト、輸送コスト、小売又は卸売等の市場のレベル、為替、従来のリスク等

に晒されているといえる。なお、各リスク 3）もどの程度、どの年数まで踏まえるかによって

もリスクの認識の範囲が異なるといえる。一定の国においては、withコロナに達し、徐々に

市場が回復してきている 4）。

　一方新興国の税務執行においては、コロナが蔓延前の対象年度を対象としたり、自国の平

均値を使用し日系企業をターゲットにしたりと急務の問題でもある。ここでは、執行の差が

あるといえるよう。

　円安による為替の影響は、日本ベース多国籍企業だけの問題である。一見、その多くが外

的要因であり、過去に経験したリーマンショックの際と同様に取り扱うことも考えられる。

すなわちレンジの観点からは自社企業の利益率の低下は、レンジ全体の利益率の低下でもあ

るということを示す。場合によっては、赤字レンジ、全体の赤字レンジも想定される（その

際には、重要な前提条件、事前確認等が問題になろう）。

　言及したい点として、不景気（不況）時の取扱いは、日本においても法令、通達、OECD

移転価格ガイドライン等にも、明確な記述はなく、先行研究 5）も限定的であり、日本におい

ては本テーマである移転価格リスクに対するソフトローの手当てもなく法的安定性、予測可

能性を欠いているところである。

　今般の状況は、日本ベース多国籍企業は円安という要因が加わっている。そのため、進出

国では、規模が大きくなればなるほど、金額インパクトが上がり、日本企業の重要度は高い

といえる。

　そこで、本稿においては、比較可能性分析に焦点をあてて研究を行う。2019 ～ 2022 年度

（程度）が有事の外的要因による不景気（不況）であったとしても、2023 年度以降に業績が

回復していけば、複数年度検証により問題は顕在化しないと考えられる。今後（平時）、日

本企業のみに移転価格リスクの影響が及ぼすと仮定したのならば、重要な課題となる。

２　移転価格税制の概要（調査選定）

2.1　移転価格税制の概要

　移転価格税制とは、法人が各事業年度に国外関連者との間で資産の販売、資産の購入、役

務の提供その他の取引を行った場合に、その国外関連取引につきその法人が国外関連者から

支払を受ける対価の額が「独立企業間価格」に満たないときに、又はその法人が国外関連者

に支払う対価の額が「独立企業間価格」を超える場合は、その「国外関連取引」は「独立企

業間価格」で行われたとみなされる。
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　移転価格とは、企業が海外の関連企業との取引価格（移転価格）を通常の価格と異なる金

額に設定すれば、一方の利益を他方に移転することが可能となる。移転価格税制は、このよ

うな海外の関連企業との間の取引を通じた所得の海外移転を防止するため、海外の関連企業

との取引が、通常の取引価格（独立企業間価格）で行われたものとみなして所得を計算し、

課税する制度（措置法 66 条の 4）である。これは、OECD加盟国を中心とした世界共通の認

識である。

2.2　移転価格税制における調査選定

　移転価格課税を適用する際には、一般的に所得転移の蓋然性（がいぜんせい）について判

断することになる。所得転移の蓋然性は、移転価格税制上の問題が発生している可能性の高

さを意味する。課税当局はまず国外関連者間取引について、所得移転の蓋然性を検証した上

で、企業やその国外関連者間取引に対して本格的な税務調査を実施する。

　所得転移の蓋然性には、①検証対象企業の利益水準、②利益配分状況、③取引対価設定方

法等を総合的に検討することとしている。

　日本のみならず、各国の課税当局は、主に内外の情報を活用して調査対象法人を選定する。

　日本においては、（1）有価証券報告書、（2）申告書・別表 17（4）、（3）公開情報（企業

HP、業界団体 HP、新聞や雑誌データベース検索による調査対象法人の動向）、（4）データ

ベース（商業財務データ、ロイヤルティデータベース等）、（5）文書媒体（過去の移転価格

調査における申し送り事項等、一般法人税調査で入手した情報、調査対象法人の同業者から

入手した情報）等から、所得転移の蓋然性が高い企業を選定する 6）。

　移転価格事務運営要領 3‒1 においては次のように規定されている。調査に当たっては、措

置法通達 66 の 4（3）－ 3（比較対象取引の選定に当たって検討すべき諸要素等）に掲げる諸

要素等に基づいて国外関連取引の内容等を的確に把握し、形式的な検討に陥ることなく個々

の取引実態に即した検討を行って移転価格税制上の問題の有無を的確に判断する。この場合

においては、当該国外関連取引を行った法人が当該国外関連取引を行うこと以外に選ぶこと

のできる合理的な他の選択肢の条件と比べて当該国外関連取引の条件が当該法人の事業目的

に照らして明らかに不利な条件になっていないか配意するとともに、例えば次の事項に配意

して当該国外関連取引を検討する。

（1）法人の国外関連取引に係る売上総利益率又は営業利益率等（以下「利益率等」という。）

が、同様の市場における非関連者間取引のうち、規模、取引段階その他の内容が類似する

取引に係る利益率等に比べて過少となっていないか。

（2）法人の国外関連取引に係る利益率等が、当該国外関連取引に係る事業と同種で、規模、

取引段階その他の内容が類似する事業を営む非関連者である他の法人の当該事業に係る利
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益率等に比べて過少となっていないか。

（3）法人及び国外関連者が国外関連取引において果たす機能又は負担するリスク等を勘案し

た結果、当該法人の当該国外関連取引に係る利益が、当該国外関連者の当該国外関連取引

に係る利益に比べて相対的に過少となっていないか。

　移転価格事務運営要領3‒2においては次のように規定されている。国外関連取引の検討は、

確定申告書及び調査等により収集した書類等を基に行う。

　独立企業間価格の算定を行うまでには、個々の取引実態に即した多面的な検討を行うこと

とし、例えば次の（1）から（3）までにより、移転価格税制上の問題の有無について検討し、

効果的な調査展開を図る。

（1）法人の国外関連取引に係る事業と同種で、規模、取引段階その他の内容がおおむね類似

する複数の非関連者間取引（以下「比較対象取引の候補と考えられる取引」という。）に

係る利益率等の範囲内に、国外関連取引に係る利益率等があるかどうかを検討する。

（2）国外関連取引に係る棚卸資産等が一般的に需要の変化、製品のライフサイクル等により

価格が相当程度変動することにより、各事業年度又は連結事業年度の情報のみで検討する

ことが適切でないと認められる場合には、当該事業年度又は連結事業年度の前後の合理的

な期間における当該国外関連取引又は比較対象取引の候補と考えられる取引の対価の額又

は利益率等の平均値等を基礎として検討する。

（3）国外関連取引に係る対価の額が当該国外関連取引に係る取引条件等の交渉において決定

された過程等について、次の点も考慮の上、十分検討する。

イ　法人及びその国外関連者が国外関連取引に係るそれぞれの事業の業績を適切に評価す

るために、独立企業原則を考慮して当該国外関連取引に係る対価の額を決定する場合が

あること。

ロ　法人又は国外関連者が複数の者の共同出資により設立されたものである場合には、そ

の出資者など国外関連取引の当事者以外の者が当該国外関連取引に係る取引条件等の交

渉の当事者となる場合があること。また、当該交渉において独立企業原則を考慮した交

渉が行われる場合があること。

2.3　為替の取扱い

　OECD移転価格ガイドライン 2022（各国移転価格税制では）では、為替については、納税

者がコントロールすることは不可能として、次のとおり外的要因、すなわち為替部分を考慮

しない利益率（TNMMを採用している場合には、多くの指標は営業利益率を使用し、為替

差損益は営業外損益として認識されるため考慮（影響）されない）として取扱う。OECD移

転価格ガイドラインパラグラフ 2.88 では、「為替差損益を営業利益指標の算定に含めるべき
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か否かにより、比較可能性に多くの問題が生じる。まず、それらが取引としての性格を有す

るものであるか（例えば、売掛金又は買掛金の為替差益又は差損であるか）、及び検証対象

者がそれらに責任を有しているかどうか考慮する必要がある。次に、当該売掛金又は買掛金

に関する外国為替のエクスポージャーのヘッジも全て、営業利益の算定において同様に考慮

して取り扱う必要がある。実際、検証対象者が為替リスクを引受けている取引に取引単位営

業利益を適用する場合、（営業利益指標の計算において又は個別に）為替差益又は差損は一

貫して考慮されるべきである」と示されている。

2.4　リスク

　リスクは、戦略的リスク又は市場リスク、インフラリスク又はビジネスリスク、財務上の

リスク、取引リスク、ハザードリスク、契約上のリスク等 7）とある。本稿では、事前確認

（APA）において重要とされる重要な前提条件（Critical Assumptions）は考慮 8）していないが

移転価格上は同様のリスクとして取扱われ、移転価格文書化に反映されることになる。

　企業の対応として、移転各ポリシーを設定し、国外関連者（子会社）の位置づけと為替ル

ートの変動リスク、使用するリスク、価格設定、価格改定の計算ルール、価格改定のタイミ

ング、適切なグループ内運用等と設定する必要がある。

2.5　小括

　企業活動は常に経済状況において利益の変動を受けている一方で、今回のコロナ禍、円安

の影響の多くは、外的要因として取り扱われる。

　景気変動が異常であれば、まず、比較対象取引の選定がより困難になるといえる。

　コロナ禍、円安の影響は企業業績に直結し、親会社が赤字、子会社も赤字ということも十

分にありうる。下記のとおり、どういった課税状況（税務リスク・移転価格リスク）が生じ

ているのか整理していく必要がある。

（1）自国で移転価格課税を行う可能性が高く、源泉地国でも移転価格課税を行う可能性が高

い場合。

（2）自国で移転価格課税を行う可能性が低く、源泉地国でも移転価格課税を行う可能性が高

い場合。

（3）自国で移転価格課税を行う可能性が高く、源泉地国でも移転価格課税を行う可能性が低

い場合。

（4）自国で移転価格課税を行う可能性が低く、源泉地国でも移転価格課税を行う可能性が低

い場合。
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３　OECD「新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大に関する
移転価格執行ガイダンス」における取扱い

3.1　概要

　本章では、OECD、2020 年 12 月 18 日公表「新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大

に関する移転価格執行ガイダンス」を要約し論じていく。本ガイダンスは、新型コロナウイ

ルス（Covit-19）の世界的感染拡大により生じた問題に対して、独立企業間価格、OECD移

転価格ガイドラインをどのように適用していくのかという点に焦点をあてたものであり、日

本においても直結している問題であるからである。

　本ガイダンスは、OECD移転価格ガイドライン 2017 年版（2022 年度版も同様）を超える

特別なガイダンスではない。

　新型コロナウイルス感染症による特殊でほとんど前例のない経済状況及び各国政府の対応

により、独立企業原則をどのように適用すべきかという実務的な課題が生じている。例え

ば、世界的感染拡大は、新しい問題を発生させ、あるいは特定の移転価格問題（例えば、政

府支援の効果や信頼性のある比較データの入手可能性）の複雑性や重大性を深刻化させるか

もしれない。新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大の影響を受ける会計年度について

移転価格ルールを適用する納税者及び当該適用を審査する税務当局にとって、これらの実務

上の疑問に対処することが必要である。本ガイダンスは、BEPS包括的枠組み（IF：Inclusive 

Framework）への参加国及び産業界に対して送付された質問票への回答を踏まえるとともに、

実務的で時宜にかなった指針を提供する必要性を認識し、次の 4つの優先的課題を取り上げ

ている。すなわち、ⅰ比較可能性分析、ⅱ損失及び新型コロナウイルス感染症特有の費用

の配分、ⅲ政府支援プログラム、ⅳ APAである。本稿では、ⅰ比較可能性分析、ⅱ損失及

び新型コロナウイルス感染症特有の費用の配分中心に論じている 9）。本ガイダンスは、各国

の税制ではないため、留意されたい。

　本ガイダンスでは、企業がどのように、そしてどの程度世界的感染拡大により影響を受け

たかについて、同時期に文書化するよう努めることが重要になるとしている（パラ 6）。

3.2　比較可能性分析における移転価格についてのガイダンス

　新型コロナウイルス感染症の発生後の前例のない経済環境の変化により、比較可能性分析

を行う際に用いる過去のデータに対する信頼性を低下させる可能性がある。そのため、納税

者及び税務当局には、差異調整など、情報不足に対処するために採用可能な実務的アプロー

チの検討が必要となることがある。そのような比較可能性分析の実施に関する実務的アプロ

ーチは、納税者の過去の移転価格ポリシーと整合性のあるものでなければならない（パラ 7）。
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　結論に至る過程においては、契約条件の変更及び独立企業間で非関連の当事者が契約条件

の再交渉を試みたかどうかなど、経済的に関連する特徴に関するいかなる変化も検討するこ

とが重要である（パラ 10、42 ～ 46）。

　特に（コロナ禍において）、2020 年についての比較可能性分析を実施する必要はないかも

しれない。比較可能性分析を行うにあたっては、問題となる関連取引と同時期のデータが最

も信頼できるが、たとえば、2020 年の状況を反映した TNMMでの比較対象企業のデータは、

早くとも 2021 年半ばにならないと利用できない。しかしながら、たとえば、2019 年から

2022 年を対象とする長期契約がすでに整っていて、検証対象者がパンデミック期間中はその

ような契約を締結しないかもしれないというリスクと関係ない場合もあるかもしれない。

　新型コロナのパンデミックといった特殊な状況においては、複数の移転価格算定方法の適

用が有益かもしれないが、OECD移転価格ガイドライン 2・2 および 2・12 に従うこととな

る。通常時、複数年度検証はさまざまな面で有効であるが、パンデミック期間は政府の干渉

等もあり、その前後の期間と区別した検証が適切かもしれない。

　結果による検証が認められている国においては、独立企業間価格情報を入手した後続年度

で、価格調整等を行うことも有効であるとしている。

3.3　移転価格文書（ローカルファイル）による記載

　本ガイダンスでは、移転価格文書による記載を重視している。多くの移転価格文書（ロー

カルファイル）で下記の項目の記載が求められている（パラグラフ 11）。

１．売上高の変化の状況（セグメント別、前年度との比較は必要）。

２．国外関連取引（及びまたは）独立企業間取引に関連する設備稼働率変化の分析。

３．グループ全体が負担した追加的・例外的費用の情報。

４．受けた政府支援の程度、効果、支援の種類、会計上の扱い。

５．価格と取引に影響を与えた政府規制等の詳細。

６．SECからの財務諸表の情報。

７．各国別の GDPデータ、ならびに、中央銀行、政府機関または産業団体の指標といっ

たマクロ経済情報。国外関連取引について理解に役立つもの（OECD移転価格ガイドラ

イン 3.7）。

８．変数同士の回帰分析や分散分析等の統計的手法（たとえば、GDP変動に対する、ある

産業に属する企業群の利益の変動等）。

９．売上高、原価、収益性に関する内部予算 /予測との実績値比較状況。

10．過去の景気後退期に観測された、もしくは現在利用可能データを用いた、収益性また

は独立企業行動への影響分析。
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3.4　独立企業間価格の設定根拠として、予算計上した財務情報を用いることができるか

　独立企業間価格の設定根拠として、予算計上した財務情報を用いることも本ガイダンスで

は示されている（パラ 12 ～ 13）。

　本ガイダンスでは、予算情報や財務予測とそれらの実績を比較することにより、新型コロ

ナの売上高、原価及び収益性に関する特定の効果を見積もることが重要と考えられる。例え

ば下記の点の記載があげられる。

１．予算と実績の分散分析等による詳細な利益と損失の分析

２．新型コロナがなかった場合を調整した収益性の詳細

３．機能リスク資産を考慮した関連者間取引における検証対象者へのコスト配賦や売上減

の合理性や証拠

４．関連者間取引における検証対象者に提供され影響を与える政府支援の証拠・効果・会

計処理の分析

　留意事項として、上記はガイダンスとして位置づけであり、日本の法令になっていないた

め留意が必要である。参考資料として準備する必要がある。本項目で実務対応はするものの、

必ずしも各国の税務当局に認められるとは限らない。

3.5　比較可能性分析を行うタイミング（現在又は直近の情報とは何か）

　取引単位営業利益法（TNMM）を適用する場合、納税者及び税務当局は過去のデータに依

存する場合が多く。（コロナ禍）2020 年度の情報は、次年度に情報が入手されるため 2021 年

度の中旬まで利用できない（パラグラフ 14 ～ 24）。

　そのため、本ガイダンスでは、過去のデータを参照しながら、当該年度の移転価格サポー

トできる情報を利用して検討したり、2019 年度から 2022 年度までをカバーする長期の取決

めとして検討したりすることも認めている。

　コロナ禍前（2019 年以前）と以後の比較対象企業が大きく異なることが想定される。その

場合の取扱い（執行）も問題となろう。仮に、コロナ禍前（2019 年以前）のデータ（2015

～ 2019 年）のデータがどの年度まで使用可能なのか明確化していく必要がある（2023 年以

降の執行の問題）。

3.6　情報不足に対する実務上の対応

　新型コロナウイルスによる経済状況の変化を受けて、独立企業間価格（ALP）を決定する

ための情報は、時間の遅れ等から十分なベンチマーク分析となる情報が不足するため、実務

上の対応を行っていく必要がある。

①　独立企業間価格を合理的に見積もるための同時情報による合理的な商業的判断の利用

②　実行可能であれば、独立企業間の実績検証アプローチを採用。
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③　複数の移転価格算定方法の利用。

　「新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大という特定の状況において」がポイントに

なる。また、信頼性のある独立企業間の実績の判断をするには柔軟性と適切な判断を要する

ことに留意すべきである 10）。

3.7　独立企業間価格を評価する際に使用されるデータ期間

　比較可能性分析を裏付けるため、独立企業間価格を評価する際に使用されるデータ期間の

問題がある（パラ 26 ～ 29）。

　複数年度データ及び平均値の使用に関して、通常の状況下では、比較可能性分析のために

複数年度データ及び複数年度の平均値を使用することは、一定の利点を有している。例えば、

この使用は、会計上の差異の影響を軽減し、事業及び製品のライフサイクルに基づく検証対

象の収益性に対する影響を適切に測定し、さらに、比較の信頼性が向上するよう比較対象候

補に関しても同様の評価を実施するための方法として用いることができるためである。

　複数年度のデータの有用性は認められるが新型コロナウイルスの影響を受けた年度の財務

データが、その前後の期間での実績を歪めないように配慮する必要がある。また、政府の市

場介入による事業活動への重大な影響を考慮する必要がある（ケースによっては調整が必要

となる）。

　この点は、従前の考え方（OECDガイドライン第 3章第 B.5）と変わりがないといえる。

3.8　移転価格調整金

　価格調整メカニズムの妥当性（パラグラフ 30 ～ 31）について、不確実性と同時情報の不

足を克服するため、関連者間取引において事後的な調整メカニズムを組み入れてコロナ禍の

対象年度の価格について調整することを可能にすることが考えられる（移転価格調整金）。

　価格調整メカニズムは、独立企業間価格に合致すると認められた場合には、妥当なものと

評価されるが、価格調整による付加価値税、物品サービスおよび関税への影響にも注意が必

要になる。

　コロナ禍の移転価格調整金の必要性については、理論的に確立していないと考えられるた

め、留意が必要となる。

　仮に、移転価格調整金により調整を行う場合には、次に要件に従い行うことになる。

①　移転価格事務運営要領（3‒21 価格調整金等がある場合の留意事項）

②　別冊　移転価格税制の適用に当たっての参考事例集に基づき行われる。

　移転価格調整金には、「合理的な理由に基づく取引価格の修正」であることが求められる。

合理性の検討は、移転価格事務運営要領によると、①支払等に係る理由、②事前の取極めの

内容、③算定の方法及び計算根拠、④支払等を決定した日、⑤支払等をした日 」に関し行う
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ものとされ、合理性が無いと判断された場合には移転価格課税または寄附金課税の適用が税

務調査において検討される（66 条の 4第 3項）。

3.9　使用される比較対象企業又は比較対象取引一式の評価

　新型コロナウイルスは、過去の年度と異なる経済的条件を生み出すこととなるが、比較対

象企業又は比較対象取引一式を継続して使用していく場合、比較可能性の評価を検証してい

くべきであり、必要に応じて選定企業の更新を行っていく必要がある。

　OECD移転価格ガイドラインでは、3年に 1回更新することが求められている。片側検証、

複数年度検証であれば問題は少ないが、同時文書化対象の場合には整合性が求められる。コ

ロナ禍は世界規模で影響を及ぼしていることから、不景気（不況）時には、移転価格文書の

フルスタディの実施が重要と考えれれる。

　なお、ベンチマーキングの更新には 2種類ある。一つは、比較対象取引（企業）の見直し

を含めた（1）フルスタディと呼ばれるもの。基本的にベンチマーキングの再実施となるた

め、場合によってはスクリーニングの条件も変更される。その結果、比較対象取引（企業）

の入れ替えが起こることもある。もう一つは、（2）リニューアルと呼ばれているものである。

リニューアルは、比較対象取引（企業）はそのままで、財務データだけを更新するものであ

る。この場合には国外関連者の果たしている機能及び負っているリスクについて変動がなく、

比較対象取引（企業）についても同様に変動がないことが前提条件となる。

3.10　損失が生じている比較対象候補

　新型コロナウイルスの影響を受けた期間に損失を計上したというだけで、比較対象の抽出

条件から除外すべきではない（パラグラフ 33）。

　取引の正確な記述に基づき、検証対象取引と比較対象取引が同様のリスクを負担し、新型

コロナウイルスの影響を同様に受けていれば、損失を計上する比較対象企業・取引を含める

ことが適切と考えられる。

3.11　損失及び新型コロナウイルス感染症特有の費用の配分

　新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大の期間中、多くの多国籍企業グループでは、

需要が減少したことや製品／サービスの取得・供給ができなくなったことに起因し、又は例

外的かつ非経常的な営業費用の発生に伴い、損失が発生している。

　現在の経済状況下では損失の発生頻度と規模が増大する可能性があることを踏まえると、

関連企業間の損失の配分は、紛争を生じさせる可能性があり、検討を要する必要がある。

　本ガイダンスでは、使用される「リスク限定」という表現は、OECDガイドラインでは定

義されておらず、機能・資産・リスクについての区々であることから、損失計上を行うべき
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か一般的なルールを定めることはできないとしている。

　OECDガイドラインのパラグラフ 3.64 では、単純な又はリスクの低い機能の事業で、長期

間にわたり損失となることは考えにくいとしているが、リスク限定企業について、特定の事

実と状況の下で、取引の正確な記述により十分な比較可能性分析を行うことができれば、独

立企業原則の下で短期的に損失を計上できる可能性がある。しかし、パラグラフ 3.65 では、

第三者の損失が、納税者が関連者間取引で負担する損失とは比較できない水準のリスクを反

映している場合には、損失が生じている取引又は会社を比較対象のリスクから除外すべきで

あるとしている。

　取引において損益配分を決定している場合、それに応じて限定的な損失計上の可能性もあ

る。損失計上の程度については、最適な移転価格算定方法により決定されることになるが、

関連者間取引の当事者のリスクを検討する場合に、税務当局は、新型コロナウイルスの前後

における当事者のリスクの変化に対する商業上の合理性について検討する必要があるとして

いる。

　その際には、OECDガイドラインの第 9章事業再編の移転価格に係る側面が関係する可能

性があるが、リスク配分について、新型コロナの前後において納税者が矛盾した立場をとっ

ているかについて、取引の正確な記述と整合性があるか検討すべきである。

3.12　新型コロナウイルスの影響に対応するための契約変更

　独立企業であれば、新型コロナウイルスの影響に対応するため、現行の契約の特定の条項

を再交渉する可能性が十分にある。関連者間であっても、同様に関連者間の商業上の関係に

より関連者間契約の改訂を検討する可能性がある。

　再交渉により取引当事者にとって最善の利益につながるかについては、現実的に利用可能

なオプションや潜在的利益への長期的影響を検討する必要がある。独立企業が比較可能な状

況において現行の契約や商業上の関係を変更することを示す明確な証拠が存在しなければ、

独立企業原則に合致しないことから、当該変更に係る独立企業原則での検証を行う文書化が

必要となる。

　契約の変更は十分にありうることであり、契約の変更にともなう移転価格の影響も十分に

ありえるため、文書化により移転価格リスクを回避していく必要がある。

3.13　損失及び新型コロナウイルス感染症特有の費用の配分

　新型コロナウイルスから生じた事業場の又は例外的費用として、個人用防護具、物理的距

離を確保した業務スペースの再配置、ITインフラ、テレワークのためのコストについて、独

立企業が比較可能な状況において、どのように費用配賦するかを評価して関連者間での配分

を決定することとし、取引の正確な記述、当事者が負担するリスクの分析を行い、当該費用
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を独立企業間価格へどのようなに反映するかについて留意すべきである（パラグラフ 42 ～

46）。

3.14　新型コロナウイルスから生じた例外的費用の比較可能性分析での考慮

　新型コロナから生じた例外的費用の比較可能性分析において、以下の 3点を考慮すべきと

している。

１．例外的費用は、正確に記述された関連者間取引に関係しない場合、純利益指標から除く

べきである。

２．関連者間取引に関係する例外的費用については、原価ベースに含めるのかどうかについ

て検討し、原価ベースに含めないパススルー原価とする場合には、利益も帰属させない。

３．検証対象取引と比較対象取引の間の会計基準の違いは、調整することにより比較可能性

を向上させることができる。

　上記について十分な文書化による対応が必要となる。

４　むすび

　世界恐慌、リーマンショック、新型コロナウイルスなどにより、歴史の中で何度も繰り返

されている「不景気」は、一定のサイクルにより起こりうる可能性がある。

　現在の日本においては、コロナ禍の影響に加え円安や物価高等という影響を受けている。

データ上では、源泉地国において市場が回復しているものの円安の影響を受けている日系企

業のみが利益率を生み出せずにいる状況である。そのため、移転価格課税の適用（調査選定）

を行う際には、利益率に着目するため、比較可能性分析の結果、源泉地国で課税が行われる

可能性がある。仮に源泉地国で移転価格課税を受けた場合には、資金繰りの悪化、業務の縮

小、撤退と日本の国際競争力の低下が予見できるだろう。

　比較可能性分析において検証対象年度のレンジを単年度検証、3年加重平均、5年加重平

均と使用年度も各国異なるといえる（通常は複数年度のデータの有用性は認められ、多くが

3年加重平均を使用している）11）。加えて、日本の場合 5年加重平均を使用しても、損失を

受けている企業の影響が多いと考えられる。そのため、損失に対応するため価格の変更、重

要な前提条件は十分に起こり得ると考えられる。移転価格事務運営要領 3‒2 においては、国

外関連取引の検討は、されるといているものの、本規定は、所得の蓋然性を判断する規定で

あるため、不景気（不況）に対応しているとはいいがたい。

　また、比較可能性分析においては、OECDガイダンスが臨時的に出たものの「（コロナ禍

において）、2020 年についての比較可能性分析を実施する必要はないかもしれない」という

文言を鵜呑みにして、同時文書化（国外関連取引が 50 億円を超える場合）の場合であって
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も、片側検証のみの場合であっても、2019 年度以前（コロナ禍前）の比較可能性分析のレン

ジを用いている場合が 散見できる。一見、ローカルファイルの結論において、コロナ禍の期

間（レンジも、対象企業の利益率も下がることにより）は、レンジ内であるため問題なしと

記載したい思惑があるとはいえ、コロナ禍（蔓延時、以降）においては、これまでどおり直

近年度の比較可能性分析を実施すべきである。

　移転価格課税の適用は、所得の蓋然性により課税の適用が判断されるが、比較可能性分析

の判断基準は、何より価値判断が入る。そのため、何が課税の引き金となるかも明確ではな

い。

　必ずしも、不景気（不況）における移転価格税制の取扱いは各国においても明確に存在し

ているわけではなく、不景気（不況）であったとしてもこれまで同様に運用していることを

本稿では指摘したい 12）。
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Changing World（講演）」（2009）。
6）国税庁「移転価格ハンドブック～自発的な税務コンプライアンスの維持・向上に向けて～」平成
29（2017）年６月。
7）OECD移転価格ガイドライン 2022、パラグラフ 1.72.、1.77 ～ 1.81
8）米国での取扱いとして、重要な仮定（Critical Assumptions）を参照されたい。重要な過程とは、ⅰ
納税者、ⅱ第三者、ⅲ産業または事業、ⅳ経済条件、ⅴ TPMにとって重要な存在に関連する事実
をいい、例えば、事業運営を行う特定の様式、特定の法人構造または事業構造、期待事業量の幅な
どを含む（歳入手続 2006‒09、4.05）。国税庁は、「重要な前提条件」と表記している。
9）政府支援プログラム、APAは字数制限により取り上げない。政府支援プログラムは、各国によっ
て金額の程度や期間の差がある。APAは、将来年度における各国間との合意であるため、論点が異
なるため論じないこととする。
10）一つ目は、「価格設定」すなわち事前アプローチである。これは、過去のデータに、契約時点以降
の経済状況の変化を反映させ、更新したものを用いる。二つ目は、「実績検証」アプローチである。
このアプローチでは、独立企業間の条件を決定し、申告書において結果を報告するため、課税年度
終了後に利用可能となる情報が組み込まれる可能性がある。OECDガイドラインによれば、両アプ
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ローチ又は両アプローチの組み合わせは、OECD加盟国間で見られる。
11）OECD移転価格ガイドライン、パラグラフ 3.4。多くの国で 3 年度平均が認められている。一
方メキシコは直近年度のデータが最も信頼できるとして、単年度検証となっている。詳しくは、
OECD“Transfer Pricing Country Profiles”参照されたい。
12）不景気（不況）における移転価格税制の取扱いについて、ハードローによる対応がいいのか、そ
れともソフトローによる対応がいいのか、訴訟や紛争解決まで踏まえて検討を行ったが結論に至っ
ていないため、今後の課題としたい。
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